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での審議の概要
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第56回の審議では、ISSB公開草案「『SASBスタンダード』の修正案」及び「『IFRS S2号の適用に関する産業別ガイダンス』の

修正案」への対応や、IFRS S2号「気候関連開示」の修正案「温室効果ガス排出の開示に対する修正」への対応としてSSBJ

基準を改正するプロジェクトの進め方、補足文書の追加などについて審議がされました。

【第56回SSBJで審議された事項】

審議事項

(1) ISSB公開草案「『SASBスタンダード』の修正案」及び「『IFRS S2号の適用に関する産業別ガイダンス』の修正案」への対応

（審議事項(1)-1）

(2) SSBJ基準テーマ別基準第2号「気候関連開示基準」

ISSB公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正- IFRS S2号の修正案」に対応する気候関連開示基準の改正

（審議事項(2)-1、(2)-2、(2)-3、(2)-4）（※1）

(3) 補足文書の追加の検討

ガイダンス文書「IFRS S2号に従った企業の気候関連の移行についての情報（移行計画に関する情報を含む）の開示」

（審議事項(3)(4)、(3)-1）（※1）

(4) 補足文書の追加の検討

教育的資料「ISSB基準を適用する際のISSBの産業別ガイダンスの使用」（審議事項(3)(4)、(4)-1）（※1）

（※1）審議事項(2)-3、(2)-4、(3)-1、(4)-1については、資料は非公開

審議事項

(1) ISSB公開草案「『SASBスタンダード』の修正案」及び「『IFRS S2号の適用に関する産業別ガイダンス』の修正案」への対応

（審議事項(1)-1）

国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という）が公表した公開草案「『SASBスタンダード』の修正案」及び「『IFRS 

S2号の適用に関する産業別ガイダンス』の修正案」（2025年7月3日公表、コメント期限2025年11月30日）（以下これ

らを合わせて「本公開草案」という）への対応について、サステナビリティ基準委員会（以下「SSBJ」という）事務局より説

明がなされ（※2、※3）、審議が行われました。

(※2）本公開草案への対応アプローチ

前回の審議において概ね賛同が得られた以下のアプローチで、本公開草案への対応を検討する

⚫賛否に関わらず、SSBJとしてISSBにコメントを提出する

⚫ その際、SSBJから提出するコメントは、基準設定主体の立場からコメントできる範囲でのコメントとする

⚫ 「SASBスタンダード」及びIFRS S2号の産業別ガイダンスは、適用することが要求されず、参照し、考慮することが

要求されるものとして位置付けられているものであることを前提とする
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(※3）以下の3つの論点について、SSBJのコメントの方向性を審議

論点① ISSBの産業別ガイダンスの必要性とその位置付け

⚫ ISSBの産業別ガイダンスはどうあるべきか

⚫ ISSBの産業別ガイダンスのあり方に照らして、「SASBスタンダード」はどうあるべきか

論点② 他の基準及びフレームワークとの相互運用可能性

⚫ 「SASBスタンダード」の修正案において、「GRIスタンダード」、「欧州サステナビリティ報告基準」（ESRS）

及び「TNFD提言」との相互運用可能性の改善を追求することとしている点について、どう考えるか

論点③ BEES及び人的資本に関する情報

⚫ 「SASBスタンダード」の修正案において、生物多様性、生態系及び生態系サービス（BEES）及び人的資

本に関連する「SASBスタンダード」に含まれる開示トピック及び指標の修正を進めることとしている点につい

て、どう考えるか

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持され、引続き審議することとされました。

(2) SSBJ基準テーマ別基準第2号「気候関連開示基準」

ISSB公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正- IFRS S2号の修正案」に対応する気候関連開示基準の改正

（審議事項(2)-1、(2)-2、(2)-3、(2)-4）

SSBJ事務局より、ISSBが検討中のIFRS S2号「気候関連開示」の修正案「温室効果ガス排出の開示に対する修正」

（2025年4月28日公表、コメント期限2025年6月27日）に対応して、我が国のサステナビリティ開示基準（以下「SSBJ基

準」という）を改正するプロジェクトの進め方について説明がなされ（※4）、審議が行われました。

また、審議にあたり、当該公開草案に寄せられたフィードバックに関するISSBでの議論の状況について、SSBJ事務局より説明

がなされました。

（※4）ISSBにおいてIFRS S2号の修正が公表される前に、SSBJにおいてIFRS S2号の修正案に対応するSSBJ基準の改正

を検討するプロジェクトを開始する。当面のタイムラインは以下のとおりとし、ISSBボード会議における議論に応じて適

宜見直す

① ISSBの公開草案の提案のまま確定される蓋然性が相応に高いことが想定される2つの論点（「温室効果ガスプ

ロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」の使用に対する法域別の救済措置、地球温暖化係数の数

値についての法域別の救済措置の適用可能性）から検討を開始する

② その他の論点については、ISSBボード会議における提案の再審議と並行して検討を進める

③ 2025年12月中が目標とされているIFRS S2号の修正の確定が公表された後、可及的速やかにSSBJ基準の改

正を提案する公開草案を公表することを目途とする

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持され、引続き審議することとされました。

(3) 補足文書の追加の検討

ガイダンス文書「IFRS S2号に従った企業の気候関連の移行についての情報（移行計画に関する情報を含む）の開示」

（審議事項(3)(4)、(3)-1）

IFRS S1号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」（以下「IFRS S1号」と「IFRS S2号」を合わせ

て「ISSB基準」という）に関する付属ガイダンス並びに教育的資料等（以下「教育的資料等」という）のうち、ISSB基準の

適用において参考になるものについては、SSBJ基準の適用にあたり参考にできるように、SSBJの了承を得たものをSSBJの補

足文書と位置付けることとされています（「中期運営方針」（2025年6月2日公表）Ⅱ.3(3)①「補足文書」）。

2025年6月23日に、ISSBより公表された、ガイダンス文書「IFRS S2号に従った企業の気候関連の移行についての情報（移

行計画に関する情報を含む）の開示」について、SSBJ基準の適用にあたっても参考になると考えられることから、SSBJの補足

文書として公表することについてSSBJ事務局より説明がなされ、審議が行われました。

 



【審議結果】

審議の結果、本教育的資料をSSBJの補足文書として公表することが了承されました。

(4) 補足文書の追加の検討

教育的資料「ISSB基準を適用する際のISSBの産業別ガイダンスの使用」（審議事項(3)(4)、(4)-1）

2025年7月10日に、ISSBより公表された、教育的資料「ISSB基準を適用する際のISSBの産業別ガイダンスの使用」につい

ても、前述の(3)と同様に、SSBJ基準の適用にあたっても参考になると考えられることから、SSBJの補足文書として公表するこ

とについてSSBJ事務局より説明がなされ、審議が行われました。

【審議結果】

審議の結果、本教育的資料をSSBJの補足文書として公表することが了承されました。

以上

参  考    ： 第56回サステナビリティ基準委員会の概要｜サステナビリティ基準委員会

関連記事： 第55回サステナビリティ基準委員会（SSBJ)での審議の概要

第54回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第53回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要
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サステナビリティ開示・保証の最新動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ開示・保証の規制に関する  

最新動向を取りまとめています。

https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/proceedings-ssbj_2/y2025/2025-0818.html
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/perspectives/audit-assurance/2025/jp-crd-japan20250731.pdf
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/audit-assurance/2025/jp-crd-japan20250618.pdf
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/audit-assurance/2025/jp-crd-japan20250603.pdf
https://www.deloitte.com/jp/ja/services/audit/perspectives/newsletter.html
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IS/BCMSそれぞれの認証範囲はこちらをご覧ください
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